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平成２７年度第２回宮城県民間非営利活動促進委員会議事録 

日時：平成２７年１０月６日（火） 

午後１時３０分～午後４時３０分 

場所：宮城県行政庁舎第一会議室 

 

○ 開会 

 皆様，本日は，お忙しいところ，御出席いただきまして，ありがとうござい

ます。定刻となりましたので，ただいまから，平成２７年度第２回宮城県民間

非営利活動促進委員会を開会いたします。 

  

本日の会議の定足数でございますが，１２名の委員のうち所用によりご欠席

の連絡をいただきました高浦委員，伊藤委員，甲山委員を除き過半数を超える

委員のご出席をいただいており有効に成立していますことを御報告申し上げま

す。 

なお，本委員会は公開することとされております。また，議事録については，

後日皆様に内容を確認させていただき，宮城県のホームページで公開すること

としておりますので，ご協力をお願いします。 

それでは，開会にあたりまして，環境生活部長 佐野からごあいさつ申し上

げます。 

 

○ あいさつ 

宮城県民間非営利活動促進委員会の開催に当たりまして，一言御挨拶申し上

げます。 

 本日は，お忙しい中，御出席をいただきありがとうございます。 

 委員の皆様には，日頃から，本県のＮＰＯ活動の促進につきまして，多大な

る御協力をいただいておりますことに対しまして，この場をお借りして厚くお

礼申し上げます。 

 また，７月に開催しました第 1 回委員会におきましては，委員の皆様から，

たいへん示唆に富む貴重な御意見をいただきまして，ありがとうございました。 

 東日本大震災からの復興の進捗状況を見ますと，各地で災害公営住宅の整備

が進むなど，県民の皆様には復興の歩みを実感いただける機会が増えてまいり

ました。一方で地域コミュニティの再構築や被災者の心のケアなど引き続き取

り組んでいかなければならない課題も多く残っております。 

 このような中，多くのＮＰＯが，震災直後はもとより現在におきましても，

その機動性と柔軟性を充分に発揮し，被災地における復旧・復興活動に取り組

み，大きな役割を果たしていただいております。また，震災復興以外の分野に
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おいても，ＮＰＯが様々な社会課題の解決等に尽力をしていただいているとこ

ろです。 

 本日は，今年度２回目の委員会になりますが，皆様からの御意見を踏まえて

基本計画の各章につきまして，事務局案の叩き台を作成いたしました。本日も

委員の皆様からの忌憚のない更なる御意見をいただきますようによろしくお願

い申し上げまして，開会のあいさつといたします。 

 

○進行 

ありがとうございました。それでは以降の進行につきましては，石井山会長

にお願いいたします。 

 

○石井山会長 

皆さんこんにちは。今日はかなり長丁場になりますが，基本計画本文の直接

的な見直しという時間でございますのでよろしくお願いいたします。今日の議

事は次第にありますように大きく３つでございます。 

１つ目は，第 1 回促進委員会で委員の方から出していただいた見直しのポイ

ントの確認をすること。議題の２つ目が，前回計画に御意見を盛り込んだ事務

局提案について具体的に検討していくこと。３つ目に震災後に立ち上がったＮ

ＰＯについて，もう少し実態を踏まえていくための追加調査をしていくことを

予定しており，その内容について議論いただくことを予定しています。 

２つ目の本文案の叩き台を見ていくのが，今日の重点的な部分になると思い

ます。では，まず（１） 第１回民間非営利活動促進委員会における検討事項」

について，事務局から説明をお願いします。 

 

○事務局 

資料１を御覧下さい。前回の促進委員会の中でいただいた意見について１０

点ほど整理させていただきました。 

まず１番目といたしまして，今回の計画の支援対象はどうようにしていくの

かですが，対象については前回と同様と考えており，公益的な活動を行う団体

は対象と考えております。掲載文案としては，この宮城県民間非営利活動促進

基本計画（以下「基本計画」という。）では，主として，特定非営利活動法人や

任意の市民活動団体など「市民が自主的・自発的に組織した社会的・公益的な

活動を行う団体」としてのＮＰＯを対象とします。よって，活動の内容に応じ，

町内会や自治会等の地縁団体，公益法人，社会福祉法人，協同組合等，企業も

対象に含まれますとしております。 

２番目としまして多様性と人権を盛り込んで行くことにつきましては，団体
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の目的の違いを理解し，他団体を尊重し活動していくと考えております。掲載

文案としては，ＮＰＯは，目的や実施事業，団体構成などさまざまな違いがあ

り，多様な面を持っています。他の団体を尊重し，多くの団体や社会と関わり

を持ちながら，その特徴を生かし，創造性を発揮した活動を展開することが期

待されていますとしております。 

３番目としまして女性の参画促進を計画に取り入れることにつきましては，

女性が中心的な存在として活躍している団体も多く，女性活躍促進法の成立な

ど今後も躍進が期待されるものと考えております。掲載文案としましては，特

に，これまでもＮＰＯの分野では女性が活躍しており，中心的な存在として活

躍している団体も多くなっています。女性活躍推進法の成立などにより，今後

さらなる女性の活躍が期待されていることから，女性のＮＰＯ活動への参加も

促していく必要がありますや，社会経験や技能を生かしてＮＰＯで活躍が期待

されるアクティブシニアや女性の参加，青少年や外国人など多様な人々のＮＰ

Ｏ活動への参加を促進しますとしております。 

４番目といたしまして，中間支援組織のない地域の設置促進や仙台市以外の

ＮＰＯ法人の支援につきましては，急に支援組織を設置していくことは難しい

ため，設置支援の促進や既存のＮＰＯプラザを活用しての広域的な支援と考え

ております。掲載文案としましては，ＮＰＯ支援施設のない地域については，

今後の設置促進や新規の設立団体が多い地域については，既存のＮＰＯプラザ

も活用してＮＰＯ活動の支援を図って行きますとしております。 

５番目としましては，一般市民がＮＰＯ活動に参加する過程のサポートとし

ましては，参加する機会作りや様々な情報提供を行っていくものと考えており

ます。掲載文案としましては，また，ＮＰＯ活動の初め方を簡単に知るための

環境の整備や活動に参加する機会や仕組み作り，実際の活動には参加できなく

ても寄附などを通じて間接的に参加するなど，多様な参加方法を提供していく

必要があります。こうした活動や参加方法について情報発信することも大切で

すとしております。 

６番目としまして，中小企業信用保険法の法改正 金融機関を巻き込んだサ

ポートとしましては，中小企業信用保険法改正も踏まえてより利用しやすい制

度の検討をしていければと考えております。掲載文案としては，中小企業信用

保険法の改正等も踏まえて，より利用しやすい融資制度の見直しを検討して行

きますとしております。 

７番目としましては，ソーシャルビジネスにおけるモデル事業を創出としま

しては，現時点でモデル事業をすぐに創出していくことは難しいためソーシャ

ルビジネス事業の把握とモデル事業の共有ができればと考えております。掲載

文案としましては，また，ＮＰＯの活躍推進に向けたソーシャルビジネスの取
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組を実践している団体の情報収集や分析を行い，他の地域へ展開を図れるモデ

ル的事業について発信していきますとしております。 

８番目としましては，ＮＰＯの政策提言力の強化といたしましては，前回の

計画において政策立案への参加機会の拡充や各種審議会委員の公募の推進など

としておりまして，今回の計画においても既存の計画を継続していくものと考

えております。掲載文案としましては，②政策立案への参加機会の拡充 パブ

リックコメントなどを通じて，市民及びＮＰＯから意見や情報を提供してもら

うなど，政策提案を促すことにより，政策立案への参加の機会を拡充します。

③各種審議会委員の公募の推進 政策や事業に市民及びＮＰＯ関係者の意見が

反映されるよう，各種審議会委員の公募を推進しますとしております。 

９番目としましては，町村の支援強化といたしましては，先行している市町

村の事例などについて共有して行くこととし，市町村の優れた取組を県内に広

めていくことも，支援強化の 1 つになると考えております。掲載文案としては，

各市町村における優れた取組が県内全域に広めるなど，市町村がＮＰＯ活動を

促進する上で必要な情報を収集・発信しますとしています。 

１０番目としまして，全庁的な体制の見直しも必要ではないかということに

たいしまして，ＮＰＯパートナーシップ推進員を中心に，協働内容の検証を行

うこととしておりましたが，大震災以降，検証は中断していることなどから意

義や効果も含めて実施方法について見直すものと考えております。掲載文案と

しては，東日本大震災以降は，協働の内容の検証は中断していることから，意

義や効果も含めて実施方法等について見直しを行いながら，全庁的な協働の推

進に取り組んでいきますとしております。 

また，資料１の２番目の多様性と人権を位置付ける部分で，前回の委員会の

時に御意見があったと思いましたが，掲載案の段階では，多様性ということこ

ろをＮＰＯ団体が多様な面をもっていますので，尊重としたのですが，前回の

意見での発言の趣旨は，多様性はダイバーシティということで，性別や国籍，

高齢者などの理解ではおりましたが，なかなか難しい面がありまして，苦慮し

た部分があります。３番目の女性の参画促進の２つ目にありますが，②のタイ

トルが，多様な人々の参画促進というタイトルにしておりましてアクティブシ

ニアや女性や青少年や外国人などをということで，ダイバーシティ的な部分に

なります。人権をどのように記載して良いのか，今回の議論のなかで御意見を

いただきたいと考えております。 

 

○石井山会長 

前回の会議のなかで，それぞれが多彩な意見を申し上げたところですが，そ

の意見を具体的な計画の修正に盛り込んで行く上で，１０個のポイントとして



5 

 

整理していただき，ご対応いただきました。 

具体的には，次の２の議題で，実際に文案を確認するなかで検証していくこ

とになりますが，現段階で御意見や確認したいこと，質問あればお願いします。 

 

○宗片委員 

多様性と人権について答えていただきまして，このような文章の作成案を拝

見しましたが，私も，この点については触れておりましたが，いわゆるＮＰＯ

に期待される社会的役割と可能性というところが２３ページにあるが，そうい

ったところでＮＰＯが活動していく姿勢として，活動の対象となる様々人達へ

の多様性と人権への配慮もそれぞれのＮＰＯにも期待されるのではないかとい

うことも発言したつもりでした。ＮＰＯには多様な人達が沢山いることもよく

わかっています。その中で，人権という問題が活動していくうえで大変な重要

な視点だと思っております。ＮＰＯの資質として，しっかりと人権意識をもっ

て取り組んでいく必要があるのではないかということを踏まえた発言をしたと

思っておりますので少し違うかと思いました。 

もう 1 つは，女性の活躍について触れていただいてありがたく思いますが，

では，ＮＰＯの主体というのは，男性はどこにいるのでしょうか。アクティブ

シニアはわかりますが，男性の活躍はどうなんでしょうか。仕事中心の男性達

がＮＰＯに関わることが求められています。ワークライフバランスも最初に記

載されておりましたが，どこにも，男性が入っていない，記載がないですね。

地域活動やＮＰＯ活動やボランティア活動に参加のできない仕事中心の男性達

にも活動に参加をしてもらいたいということを，どこかで明確に出していただ

いたほうが，ある意味女性達はしっかりやっているので，これから促進をして

さらに広がることは大事だが，アクティブシニアの方も町内会等で活躍してい

ます。それに加えて，多くの男性達の生き方の見直しが求められていますので，

その点も踏まえた形の扱いをしていただいた方がしっかりとわかるのではない

かと思います。 

企業のなかでも，ボランティア休暇なども触れておりますので，そのことも

含めて男性達の活動も促進していくことも取り入れていただくと伝わるものも

伝わるのではないでしょうか。   

 

○石井山会長 

人権，つまりＮＰＯのミッションは多様でありながらも，共通していかなる

価値を実現していく存在であるのかを考えたときに，人権という概念が大事で

はないかという確認いただきました。 

また，これまで市民セクターや地域セクターは，とくに女性の活躍に支えら
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れた部分もあります。そこを男女共同参画にしていく，というニュアンスが表

現としては適切ではないかというご指摘かと思いました。 

 

○西出委員 

多様性や人権の項目については，補足などは，ＮＰＯに期待される役割で多

様性と人権の記載ですが，その社会の変化の中で，ますます多様な方とか，色々

な生きづらを抱えている人がいて，それが，社会の中で見える化してきている

ような社会情勢の変化の中で，問題意識や背景というところで入れてもいいの

かと思いました。もしくは，基本計画の目指すところというか，政策の趣旨の

ところで大きな目的の 1 つに多様性ということは，いろんな人を社会的に排除

することの反対として社会的に大切にするソーシャルインクルージョンという

考え方だと思いますので，多様性と人権の尊重と社会的共生をキーワードにし

て位置付けていくのも一つあるのかと思いました。 

 

○石井山会長 

ＮＰＯをめぐってのことに視野を限定させず，そもそも社会情勢をいかに捉

えるか。そういういう説明の仕方を提案いただきました。 

今後の文章の検討のなかで検討できればと思います。 

 

○川村委員 

今回策定する基本計画は，今後５年間の計画ということで，検討事項の４番

の中間支援組織ですとか，７番のソーシャルビジネスなどについての説明のな

かで，中間支援組織の設置などは，すぐには難しいので促進やモデルの事例の

提供など紹介という言葉に留まっていると思いますが，５年後でも難しいので

しょうか。５年間の基本計画でのゴール感を委員の皆さんとも議論させていた

だければと思います。５年間の中で，それぞれの項目について，施策としてど

こまで具体的に反映させていくのかを考えておりました。 

 

○石井山会長 

明確な目標を作っていくという意見です。 

ここまでの段階で，事務局としてコメントありますか。 

 

○事務局 

今の川村委員のゴール感というお話ですが，計画によっては目標指標のよう

なものを定めて行う計画もあると思いますが，この促進計画の場合は，５年後

に何をする，事業をどこまで達成するというのは，なかなか設定も難しいと思
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います。ソーシャルビジネスの件についても，後ほど，鎌田委員の方からソー

シャルビジネスの御紹介をしていただこうと思っておりますが，全国的には，

ＮＰＯがソーシャルビジネス手法を採用して少し成功事例が見えてきています。 

 

○石井山会長 

たしかに，ソーシャルビジネスを将来的にいくつ立ち上げる，といった数値

目標は立てられないでしょうが，そのための学習の場を何回実現する，といっ

た形であれば，何らかの数値目標を立てられるかもしれません。今後に協議で

きればと思います。他に御意見がなければ，１０のポイントがどのように文案

に反映されたかついて，ご説明いただき，検討に入っていきたいと思いますが，

よろしいでしょうか。 

では，議事の２つ目，宮城県民間非営利活動促進基本計画改定案（たたき台）

についてです。いくつかに区切って進めた方が良いかと思いますので，はじめ

に，宮城県民間非営利活動促進基本計画改定案（たたき台）第１章及びの第２

章」について事務局から説明をお願いします。 

 

○事務局 

宮城県民間非営利活動促進基本計画の第１章について説明いたします。 

基本計画の策定の経緯ですが，現計画では第３章に「基本計画の策定の経緯

と根拠」で配置されておりましたが，今回の叩き台では第１章に移動しており

ます。 

基本計画改定の趣旨ですが，こちらについても現計画の第３章の「基本計画

の見直しの必要性」を今回提示しました叩き台においては，第１章において「改

定の趣旨」としております。 

東日本大震災からの復興と，現代社会が抱えている人口減少や少子高齢化な

ど，地方創生の実現に向けた取組の推進が求められています。このような社会

変化に伴い社会全体が抱える問題が多様化・複雑化しているなかでＮＰＯが取

り組む活動に期待が高まっております。また，活動の広がりはあるものの，自

立した運営を行う上で人材や資金等の課題を抱えている団体も多い状況にあり

ます。加えてアクティブシニアや若い世代のＮＰＯへの参加など，ＮＰＯ活動

を取り巻く環境も変化していることから改定を行うものとして記載しています。 

 ３基本計画におけるＮＰＯの捉え方について「（１）ＮＰＯとは」については，

前回の表現を踏襲しております。ＮＰＯには，特定非営利活動法人を含む非営

利の各種法人のほか，法人格を持たない任意の市民活動団体等が含まれますと

記載しています。「（２）ＮＰＯの特徴」についても，現在の基本計画でも説明

していましたので，前回を踏襲しております。①公益性，②自発性，③市民参
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加，④独立性，⑤利益の分配を追求しない。（非分配性）こととして記載してお

ります。「（３）特定非営利活動法人」についても，前回の表現を踏襲しており

ます。「（４）基本計画の対象」については，基本計画の主な対象となるＮＰＯ

について説明をしています。現計画においては，「（１）ＮＰＯとは」において

説明している部分になりますが，「市民が自主的・自発的に組織した社会的・公

益的な活動を行う団体」は対象に含むものとしておりました。今回の計画にお

いても対象範囲は同じと考えております。 

第２章ＮＰＯを取り巻く情勢の変化についてご説明させていただきます。 

「１ＮＰＯを取り巻く情勢の変化」につきましては，第１章から配置移動して

いる部分になります。前回改定時からの情勢の変化につきて記載しております。

（１）ＮＰＯをめぐる法制度等の整備としまして，「①特定非営利活動促進法の

改正」については，新しく加えた部分になります。平成２４年度に法律改正が

なされ，活動分野の拡大，申請手続きの簡素化，２以上の都道府県に事務所を

設置する特定非営利活動法人(NPO 法人)の所轄庁事務が都道府県や政令指定都

市などに変更となり，所轄庁の変更などがあったことを説明しています。「②中

小企業信用保険法の改正」については，新しく加えた部分になります。ＮＰＯ

法人が信用保証制度を利用することが可能となりました。「③寄附税制優遇措置

の拡充」についても，新しく加えた部分になります。仮認定制度がスタートア

ップ支援として導入され，認定ＮＰＯ法人への寄附をした場合の税制優遇措置

が拡充されたことを説明しております。 

（２）社会的・公益的な活動の担い手の広がりにつきましては，現計画の１章

から移動した部分になります。社会の役に立ちたいという社会貢献に対する関

心が高まっており，企業においても，社会貢献活動を社会的責任の一環として

位置付けていることや，アクティブシニアなど多様な世代の関心が高まってい

ることを説明しています。 

（３）地域活力の低下・コミュニティの希薄化につきましては，新しく加えた

部分になります。少子高齢化や人口減少や価値観の多様化等により，地域内の

連帯感が薄れ，コミュニティの低下が懸念されています。一方で地域住民ニー

ズも多様化しており，行政だけでは対応が難しくなっていることを説明してい

ます。 

（４）東日本大震災の発生につきましては，新しく加えた部分になります。被

災地においては，震災直後から様々なＮＰＯがその機動性や専門性等を活かし

た被災者支援などの活動を自発的に展開し，復興の進展に重要な役割を果たし

てきました。震災から５年が経過する現在も，被災地の心のケアや地域コミュ

ニティの再構築など，復興の本格化及び長期化に伴う様々な課題に適切に対応

していく上で，ＮＰＯにはこれまで以上に大きな期待が寄せられていることを



9 

 

説明しています。 

 ２宮城県におけるＮＰＯを取り巻く現状と課題の（１）宮城県のＮＰＯの現

状と課題については，平成２５年１２月に実施しました「宮城県ＮＰＯ活動実

態・意向調査」の結果からの現状と課題について説明しています。項目としま

しては，「■ＮＰＯの財政規模について」，「■スタッフの状況について」，「■活

動上の問題点について」，「■認定ＮＰＯ法人申請について」，「■東日本大震災

関連事業について」，「■協働のパートナーについて」の調査事項について掲載

を予定しております。 

（２）宮城県内のＮＰＯ支援施設（中間支援組織）の現状と課題については，

①現状では県内では，ＮＰＯを支援することを目的とする中間支援組織が活動

しているとともに，各地域にＮＰＯ支援施設が設置されていることで，県内の

ＮＰＯ支援施設数を記載しています。②課題としては，ＮＰＯ活動実態・意向

調査の結果から，利用しない理由として「地理的にとおい」や「どんなサービ

スを提供しているかわからない」，「提供しているサービスや支援の内容は知っ

ているが，現在の単体の組織運営や活動状況からみて，利用する必要性がない」

が多くなっていることから，サービスの充実，認知度の向上が必要であること

を説明しています。 

（３）宮城県の施策では県が実施している施策を説明しています。｢イ民間非営

利利活動プラザ（みやぎＮＰＯプラザ）｣につきましては，ＮＰＯ支援施設との

連携やＮＰＯの支援を担っていることから，県のＮＰＯ活動促進の拠点として，

より質の高い機能の充実が求められること，みやぎＮＰＯプラザを利用しない

理由として，遠隔地であることのほか，提供しているサービス内容がわからな

いことについて述べています。｢ロみやぎＮＰＯサポートローン｣については，

委託金等が交付されるまでのつなぎ資金として考えられてきましたが，中小企

業信用保険法等の改正も踏まえてより利用しやすい制度としていく必要があり

ます。｢ハ県税の課税免除｣実績については，法人県民税均等割，不動産取得税，

自動車税，自動車取得税について免除しており，財政的支援として定着しつつ

あるため，今後も継続する必要があります。｢二県有遊休施設等の有効利用によ

るＮＰＯの拠点づくり事業｣については，現在６施設を貸し付けていますが，今

後も拠点作りに取り組んで行く旨を記載しております。｢ホＮＰＯとの協働｣に

つきましては，職員のＮＰＯへの理解促進と，ＮＰＯとの協働を実践するため

協働の研修を行っていますが，協働実績については，調査中であります。｢へ宮

城県民間非営利活動促進委員会｣につきましては，毎年度県が実施した事業の検

証等を行っており，引き続き適正な運営に努めていくことを記載しています。

｢トＮＰＯ活動促進庁内連絡調整会議｣については，庁内のＮＰＯ活動の促進に

関する施策を総合的に推進するために設置しているもので，連絡調整会議，幹
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事会，パートナーシップ推進員から構成されています。 

（４）市町村の施策については，ＮＰＯ活動支援施策等に関する調査とＮＰＯ

活動促進に係る市町村調査の結果について説明しています。協働の際にＮＰＯ

に求めることは「企画提案・実践能力」，「安定した組織運営」，「専門知識等を

有している」を選択した市町村が多く，ＮＰＯとのパートナーシップ形成のた

め自治体が取り組むべきことでは，「行政職員の理解」，「政策立案への参加機会

の設定」，「中間支援組織との連携」が多くなっています。 

 「３ＮＰＯの社会的役割と可能性」については,現計画を踏襲しております。 

(1)社会参加機会の拡充と市民性を育む社会的機能としてのＮＰＯについては，

社会的な役割を果たすことに意義を見いだそうとする行動や，個人の利益より

も国民全体の利益を大切にすべきという意識の高まりなど，市民の社会貢献へ

の関心も高くなり，ＮＰＯには，このようなニーズに応え自己実現の機会を提

供する役割が期待されますと説明しています。 

（２）市民セクターの中心的存在としてのＮＰＯについては，現計画を踏襲し

ています。シンクタンクとしてのＮＰＯについては，ＮＰＯの政策提案の役割

について説明しています。公共サービスの担い手とパートナーとしてのＮＰＯ

については，公共サービスに対するニーズが多岐にわたっていることから，従

来の仕組みでは限界が見えてきています。そこで，行政が様々な主体と協働し

役割を分担していくことが求められていますが，ＮＰＯにはそのパートナーと

しての役割が期待されていることを説明しています。 

（３）震災復興の担い手としてのＮＰＯについては，新たに加えた部分になり

ます。復興の推進のためには多様な活動主体が結びつき取り組んでいくことが

重要ですが，ＮＰＯには被災者のこころのケアの推進や，生活の質の向上，地

域コミュニティの再生・構築支援などについて，多様な主体との連携により，

被災者の生活をきめ細かくサポートしていく必要があることを説明しています。

（４）地域社会での結び手のＮＰＯについては，地方分権を進める動きの活発

化とともに，地域における課題はますます複雑・多様化しています。このよう

な中で人材や資源を必要とする地域ニーズをつなぐだけでなく，地域の人々や

団体を結び付け，新たなネットワークを築こうとする場合，それを推進し，支

えるようなＮＰＯの働きも重要ですと説明しています。 

（５）ＮＰＯを支援するＮＰＯ（中間支援組織）については，前回を踏襲して

おります。ＮＰＯ法人数の増加，ＮＰＯと多様な主体との協働の場面やＮＰＯ

が社会的役割を果たしていく上でも，中間支援組織の役割が今後一層大きくな

ると期待されますと説明しています。４ＮＰＯの課題と今後望まれることにつ

きましても，前回を踏襲しております。（１）目的と使命（ミッション）の明確

化と情報発信については，表現を変更しています。（２）継続的活動のためのマ
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ネジメント能力の向上については，ＮＰＯ活動促進に係る市町村調査等の結果

から，ＮＰＯとの協働に当たって行政が求めている部分であることを説明しま

した。（３）創造性の発揮については，ＮＰＯはニーズの先取りなど行政や企業

では活動が難しい課題においても効果的な活動を行うことができます。また，

ＮＰＯは，それぞれ目的や団体構成に違いがあり,多様な面を持っています。他

の団体を尊重しながら，創造性の発揮した活動をすることが期待されているこ

とを説明しています。（４）説明責任と情報公開については，多くの人々からの

理解と支持を得ていくためにも，説明責任の重要性を認識し，積極的に情報公

開・情報発信を行うこととしています。 

 

○石井山会長 

質問・提案ありましたら，ぜひよろしくお願いたします。 

 

○西出委員 

「（１）ＮＰＯとは」で，非営利活動法人のところで，非営利という言葉がで

てくるが，非営利という言葉が，一般の方に誤解されることもあると思うので，

その下で，営利を目的とせずと記載はされているが，（１）の非営利（営利を主

な目的としない）などとすると，非営利の意味も理解されるのではないでしょ

うか。民間非営利活動という言葉とＮＰＯ活動という言葉と，ＮＰＯの活動と

似たような言葉があるが，例えば民間非営利活動などとＮＰＯ活動を一緒にし

ているのか，言葉を使い分けているのか。言葉の定義がどうなっているのか確

認されるといいと思いました。今回の計画の中でもＮＰＯ活動という言葉は使

うと思いますので，読んだ時に，似たような言葉があるので，同じ言葉か整理

が必要かと思いました。 

 

○石井山会長 

できるだけ，言葉を吟味していただいて統一したほうが良いということです

ね。ぜひ，修正のなかで御意見を反映させていければと思います。 

 

○西出委員 

５ページ目の計画の対象ですが，公益法人の記載がありますが，震災以降は，

ＮＰＯ法人を選ぶのではなく，一般社団法人という形態をとる団体が増えてい

ますが，一般社団法人の扱いをどうするか。一般社団法人を明記して，対象に

含まれますとしたほうが，実態には即した気がしますが，一般社団法人だから

全て対象にすることはどうかということも含めて，他の委員の方の御意見をき

けたらと思います。 
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○石井山会長 

事務局の文案の趣旨としては，対象として含むということだと思いますが，補

足的なコメントは事務局からありますか。 

 

○事務局 

この部分については，前回の計画を踏襲した部分でありますが，公益法人制

度改革などがありまして，公益認定を受けない一般社団法人についても，民間

非営利活動の大きな担い手であると思います。私たちの補助事業でも，補助団

体として採択することとなっておりますので，一般社団法人も対象として然る

べきなのかと考えております。 

 

○石井山会長 

以前の計画の時には，無かった動向と思いますので，出来るだけ一般社団法

人という言葉を出していただいたほうが解りやすいという意見だったと思いま

した。 

 

○佐藤委員 

基本計画におけるＮＰＯの捉え方の項目のなかで，（１）ＮＰＯとは，（２）

ＮＰＯの特徴，（３）特定非営利活動法人とは，と定義をまとめた上で基本計画

の対象が（４）にあります。「定義を踏まえて（４）」というのを，明確に記載

した方が良いように思いました。最初の（１）ＮＰＯとはと（３）の特定非営

利活動法人とは，の全てを対象にするのだということが（４）に示されている

と思うが，言葉の使い方が，明確に対照していないので分かりづらいのではな

いでしょうか。（４）として分けたことにより，逆にわかりづらくなった印象が

あります。 

 

○石井山会長 

（４）と分けたことが解りにくさを作っているのではないか。ということで

すね。このあたりについて，事務局としてどうでしょうか。 

 

○事務局 

経緯や概念の整理は，コンセプトそのものは変更しておりません。ご指摘の

ように現計画では，（２）でＮＰＯとはとしており，そのなかで対象も規定して

おりましたが，そのなかの（１）ＮＰＯとは，（２）特定非営利活動法人とはと

いう整理をしておりました。今回は（１）ＮＰＯとはというものから始まり，
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最後に基本計画の対象となっておりますので，確かに，ＮＰＯとその間に特定

非営利活動法人という概念が入って，最後に基本計画の対象となっております

ので，文脈の流れが多少解りにくいということはあると思います。再度構成に

ついては考えさせていただければと思います。 

 

○石井山会長 

前計画の時から，対象を広げていくうえで，ポイントは２つ有ると思ってい

ます。一つは，西出委員が，ＮＰＯを立ち上げようとした際，ＮＰＯ法を活用

しない一般社団のような形態が増えていること。もう一つは，この間の行政改

革で，行政の業務を地域にお願いしていく時に，必ずしもＮＰＯ法人を活用し

ない形で事業の主体となる団体が増えてきていること。 

そういった状況の変化のなかで対象をこのように広げていくということがも

う少し論理として解りやすいように工夫していくことが必要かと思いました。 

 

○相澤委員 

基本計画の説明をいただきました。文言の整理をしっかりとしているなと思

っております。このなかで，川村委員と重複するところはありますが，基本計

画の推進がしっかりしたものが出来上がった後で，目的達成のために，どのよ

うにアクションを起こして実現するか。ある意味では実践計画のようなものを

別枠でもいいので，出した方が良いと思います。そのような形で，自治体もそ

うだが，県もそれに向かって進んで行けるといいと思います。基本計画全体の

中身ですと，もやっとした形で，絵に描いた餅になりうるということです。も

っとしっかりとした実践計画，目的達成のための方法を打ち立てて描いて，既

存の企業や自治体やＮＰＯの方々に広く周知をさせていただけばもっと広がる

ではないでしょうか。もっとすばらしいＮＰＯの団体が立ち上がっていく，そ

れが実践的になるのではないでしょうか。 

 

○石井山会長 

３・４章で具体的な踏み出しについて説明されるということで，そのときに

あらためてこの点を検討できると思います。今は，計画の中身ではなく，現状

認識について，そのほか，いかがでしょうか。 

 

○川村委員 

言葉の整理について言えば，ＮＰＯ法人と特定非営利活動法人とＮＰＯとが

章によって混在しているので，今後，整理が必要かと思いました。ＮＰＯを取

り巻く社会情勢のところで，ひとつ提案としては，震災以降ここ数年，寄附の
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手法ですとか，ＮＰＯが活動に支援を集めるときの発信の仕方などが変革して

きているかと思います。 

インターネットの普及ですとか，市民の社会貢献の意識の高揚，情報発信の

仕方が新たに登場してきていて，県内のＮＰＯでもインターネットをうまく活

用して資金集めや情報発信を行い，活動資金を集めている団体もあると思いま

す。どの項目にいれていただくかは検討していただければと思いますが，そう

いった新しい支援の集め方が全国的にも広がりつつあることを入れていただい

てもいいのかと思いました。 

 

○石井山会長  

どこに組み込むのか。１（１）あたりに当たるのでしょうか。財源を集めて

いただくためのＩＴですね。 

 

○齋藤委員 

ＮＰＯとの協働というところで，確かにＮＰＯとの協働ということは，県の

職員の皆さんが，ＮＰＯについての基礎知識を習得して協働を実践していくた

めに研修などをしていくこと。行政で行っていた事業を地域の活力を使ってと

いうことで業務委託等を推進していくことも，共同の大きな要となっていると

は思いますが，一般的な地域の方々が業務委託ですとか，ＮＰＯがそういった

活動をと言った時に，下請け的なところをイメージされるところも少なく無い

かと思います。業務委託を進めながら，真の意味での協働はどういうところに

あるのかという部分がもう少し具体化できれば，そういった部分も解消される

のではないでしょうか。また，そういったところを解消することで，働く世代

の男性のＮＰＯへの参画にもつながるのではないでしょうか。 

 

○石井山会長 

下請けではない協働をいかに作っていくのかが，それがこれからのＮＰＯを

めぐる政策の大事な課題である，ということを文言でもきちんと組み込んでい

くということが必要ではないかということですね。 

 

○猪股委員 

１・２章について，今回は，3 回目の改定になるので，シンプルにまとめるこ

とを目標にしたということで，そのように，昔と今を読み比べていたが，さき

ほど，基本計画の対象に関して，解りにくいという話はありましたが，私は対

象が，ここであると明確に語っているところは，旧計画では，無いような気が

しますので，果たして自分のところは対象になるのかどうかというところで，
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明確に書いていただいた方がわかりやすいと個人的には思いました。 

それから，５年間で明確な目標付けは非常に難しいという御意見がありまし

たが，確かに，この５年間で大震災という予想もしなかったことが起きるわけ

ですから，数字目標を立てるのも難しいと思いますが，それに向かって行くこ

とも大切かと思います。 

今回の見直しに至った経緯の中で，ボランティア活動やこういったＮＰＯの

活動が一躍，脚光を浴びるということではないが，一般の人々にも身をもって

存在意義を確認できる良いチャンスではなかったかと思いました。 

 

○石井山会長 

今いただいた意見の関係で，第２章の１で，（１）でＮＰＯをめぐる情勢が前

半にあり，後半にいくほど，社会全体の状況の説明として整理していただいて

いますが，むしろ逆転していただいた方が，説明としては，解りやすいと思い

ます。 

さきほど，西出委員の方から，今の社会情勢を見据えたうえで，何をＮＰＯ

が追求すべきかの確認が大事との意見がありましたが，そういったことを盛り

込んで行くうえでも，もう少し社会情勢全体の説明を前半に出していただく。

震災によって起こってしまったネガティブな側面と，一方でポジティブの面を

出していただく。それによって析出してきた社会全体が持っている弱さ，そこ

を克服するときに，ＮＰＯがもっている可能性と，その続きに，今日のＮＰＯ

をめぐる新しい情勢，合わせて行政との協働をめぐる情勢といったストーリー

の方がわかりやすいのではないでしょうか。 

 

○川村委員 

意見には賛同です。宮城県の県内のＮＰＯにとっては，東日本大震災は大き

なターニングポイントになったと感じています。既存の震災前から活動されて

いた団体にとっては，ポジティブな面，ネガティブな面があったということも

さることながら，これをきっかけに新たな担い手が県外から来たり，今までは

参加していなかった方々が新たな担い手として市民活動に参加したりとか，ポ

ジティブな変化があったと思います。 

東日本大震災を経ての県としての基本計画，震災後ＮＰＯがどのような役割

を担っていくのかを特徴として出していくうえでも，東日本大震災の発生を前

半に述べるのは良いと思いました。 

 

○鎌田委員 

社会的な役割で考えることがありまして，昨今，ＵＩＪターンという言葉が
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よく出てきています。７月に私共と女川町で，ソーシャルビジネスネットワー

クというものを策定させていただいて，今稼働しているところです。趣旨とし

ましては，女川町として，震災前に１万人いた人口が震災後に 7,000 人にまで

減ったということで，人を外から連れてこないと町として継続できなくなって

しまいます。人口減少ある中で，いかに職場雇用の場の提供，雇用の創出をし

ていくか，そのひとつの方法として，ＵＩＪターンを活用して人口減少に歯止

めをかけていこうということです。 

ＮＰＯもＵＩＪターンの受け皿として期待できます。若い男性のＮＰＯへの

参加も必要だと先ほどお話いただきましたが，今後のＮＰＯに期待されるとこ

ろにＵＩＪターンの受け皿や担い手となることなどの言葉を入れられればいい

のかなと思います。宮城県も仙台市はいいですが，沿岸部などは人口減少も起

こっていますので，女川町の事例を今後提供させていただければと思います。

そういったことを文言として入れていただくとより良くなると思いました。 

 

○石井山会長 

Ｕターン，Ｉターン，Ｊターンをまとめた言葉ですね。 

人口減少を食い止め手段として，ＮＰＯの可能性を開拓しないといけないとい

うことですね。第２章の３あたりに入ってくることになるでしょうか。 

次に３章の説明に入らせていただきます。 

 

○事務局 

第３章「基本計画の見直しの視点と基本理念等」について御説明いたします。 

「１基本計画の見直しの視点」ですが，「（１）ＮＰＯ活動を促進する体制の充

実」につきましては，ＮＰＯプラザが果たすＮＰＯ活動促進の中核機能拠点と

しての機能・役割が依然として重要であることから，また，「（２）ＮＰＯにつ

いての理解の促進」につきましても，ＮＰＯに対する社会の理解がいまだ十分

には進んでいない状況に鑑み，ＮＰＯが自ら積極的に団体情報を公開・発信し，

市民や行政，企業等の理解を得るよう努める必要があることから，現行計画を

引き継ぐ形としています。 

「（３）自立した活動を継続していくための支援」につきましては，依然とし

て本県のＮＰＯの多くが運営基盤の脆弱性や人材不足といった課題を抱えてい

る現状を踏まえまして，活動の継続性を確保するために必要な観点として，①

から④までにありますように，人材の育成，ソーシャルビジネスの活用，寄附

文化の醸成，ボランティア文化の醸成といった視点を新たに加えております。 

 新旧対照表の右側，現行計画の「（４）情報公開の充実と政策立案への参加機

会の拡充」につきましては，第４章の「施策と事業」等において触れることか
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ら，「基本計画の見直しの視点」からは削除し，（４）として新たに「東日本大

震災からの復興とＮＰＯ活動支援」を加え，ＮＰＯを震災復興の担い手，被災

者・行政・支援者等の結び手として位置付けております。 

「（５）行政との協働を確立するための仕組みの整備」及び「(６)多様な主体

とのパートナーシップの確立」につきましても現行計画を引き継ぐ形とし，引

き続き，ＮＰＯが行政の政策プロセスに参加できる仕組づくりや，ＮＰＯと行

政の相互理解の推進，ＮＰＯと行政，企業等多様な主体とのパートナーシップ

の必要性を説明しております。 

なお，（６）につきましては，協働の促進に当たって留意すべき事項として「お

互いの立場の尊重」という文言を入れております。 

２の「基本計画における基本理念につきましては，第１章及び第２章並びに

ただいま説明しました「基本計画の見直しの視点」を踏まえる形で，現行計画

と同様，第３章での記載を考えております。 

基本理念につきましては，目指すべき姿を言い表すものとして，現行計画の

基本理念はいまだ有効であることから，資料２の「概要」には，現行計画の基

本理念を仮置きしております。 

 「３基本方針と施策の柱」につきましては，文言を修正した部分があります

が，叩き台においては基本的に現行計画を引き継いだ内容となっております。 

二つある基本方針の一つを「ＮＰＯ活動の促進」とし，「ＮＰＯ活動の促進体

制の整備」及び「ＮＰＯの自立と発展の支援」を施策の柱として掲げています。

また，もう一つの基本方針を「多様な主体とのパートナーシップの確立」とし，

「ＮＰＯと行政とのパートナーシップの推進」及び「ＮＰＯと多様な主体との

パートナーシップの推進」の二つを施策の柱として掲げております。 

 ここで，資料２「概要」を御覧ください。新旧対照表にはまだ反映しており

ませんが，今後重点的に取り組む事項として，「意欲のＮＰＯ等の運営基盤の充

実・強化，活動の継続性の確保に向けた支援」と「年代や性別等を超えた多様

な主体のＮＰＯ活動への参加促進に向けた支援・環境整備」を今回新たに加え

ておりますので，この点につきましても御意見を頂戴したいと考えております。 

 

○石井山会長 

基本的には前回を踏襲した中身ですが，ソーシャルビジネスは新しい観点と

して盛り込まれた部分になります。そのことで鎌田委員が一番詳しいというこ

とで，情報提供をお願いしたいと思います。 

 

○鎌田委員 

配布しております資料を御覧下さい。まず，なぜこのような分野に公庫とし
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て取組んでいるかについて説明いたします，政府の成長戦略に基づきまして，

成長分野でありますこういった分野に重点的に取り組んでいます。創業支援や

事業再生支援，海外展開，農業関係などの６次化と同じように，ソーシャルビ

ジネスの支援を一つの政策的項目として掲げて，地域や社会の課題解決，安定

的かつ継続的な雇用創出に取り組む団体をいかにサポートできないかと考え，

こういった分野に取り組んでいます。そもそも，ソーシャルビジネスとはどう

いったものかにつきましては，残念ながら明確な定義は上がっておりません。

資料は，経産省から出されている資料を整理したものですが，子育て支援や高

齢者支援，街作り，就労支援，こういったキーワードになるようなことに取り

組んでいる活動については，私たちはソーシャルビジネスと呼びましょうと定

義づけて活動しています。ソーシャルビジネスに求められることを挙げさせて

いただくと，大きく３つ（社会性・革新性・事業性）と考えております。この

３つがうまく調和して始めて，ソーシャルビジネスとして成り立ちます。一般

的なＮＰＯ法人は事業性の部分で，つまりは継続的な財・サービスの確保・提

供の部分で弱くなっている。事業性を高めていくことが，ソーシャルビジネス

を継続していくうえで必要だと考えています。 

次にアンケート調査の結果を見ると，ソーシャルビジネスを行う団体がどう

いったことを課題として捉えているかを分かります。アンケートは複数回答と

なります。見ていただくと，お金や収益に関することが多数挙げられています。

事業収益の確保，補助金・助成金の確保，事業採算性の確保などが挙げられて

います。ソーシャルビジネスを営んでいる団体の大半の方々が資金面，収益面

で悩んでいることの一つの結果だと思います。 

ソーシャルビジネスの事業者の方々が，継続的に事業活動するのにどういっ

たことが必要になるのか。事業活動するためには，雇用の問題もありますし，

事業戦略，経営資源が不可欠になっています。このためには，運営資金が必要

となります。資金が自分達で調達できればいいのですが，調達できない場合は

どうするか。それがないと事業が止まってしまうのが，現在の大きな問題点で

あります。 

資金調達が必要な場合として事業開始，拡大するとき，設備投資するときに

資金調達が必要になると書いています。会費・寄附金や補助金などについては，

柔軟性がないが，返済の必要はありません。 

融資については，返済義務が伴います。最近では，クラウドファンディング

という方法によって資金調達する方法も出てきていますが，それをしても調達

金額が小さいという問題があります。 

次の，金融機関から借入するときに困ること，代表者の保証を求められるこ

とがあります。例えば，ＮＰＯ法人に限らず，経営者保証免除をどこの金融機
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関も進めていますが，融資をして，法人が返済出来なくなった場合は，回収が

出来なくなります。非常にリスクを伴います。一般的な金融機関は，信用保証

の制度があればある程度リスクを回避できますが，信用保証がなければ，全て

が，自己責任となります。返済が滞れば不良債権となります。ＮＰＯ法人との

連携の中で，代表者保証免除を求める団体が多くありました。営利企業であれ

ば，創業者＝経営者というのが多いですが，ＮＰＯ法人は創業者＝代表者に当

たらないケースが多くなります。ＮＰＯは熱い気持ちを持った方が多く創設さ

れていますが，代表者には有識者である大学の先生や地域の名士の方が多くな

られているように感じます。そういう方が，代表で債務保証を求められても断

るケースが多く，なかなか借入ができないことが多くなっています。後は金利

面や金融に不慣れなことからの借入の手続きなどで，問題を掲げる方が多くな

っています。 

ソーシャルビジネス関連の融資実績は，全国値で，6,045 件となっています。

宮城県では，ＮＰＯ法人への融資実績が平成２６年度が３３件，平成２５年度

が２１件となっております。東北６県では，平成２６年度の実績が９４件とな

っています。融資実績の約３分の１が宮城県となっています。 

また，ソーシャルビジネスという観点で捉えると，平成２６年度に宮城県全

体で，１８４件の融資を行っています。私たちのソーシャルビジネスの定義が，

ＮＰＯ法人だけに限っておらず株式会社であっても事業内容が，公益性等が認

められれば対象としています。 

融資の傾向としては，過半数の方が利用金額 500 万円以下です。また，事業

者の方の事業規模については，過半数が 5,000 万円以下になっています。ＮＰ

Ｏ法人でも，それほど規模の大きくない団体の利用が多くなっています。利用

者の業歴ついては，創業前，創業後１年以内と若い企業の割合が多くなってい

ます。創業時の年齢についても，２０～３０代の若い方の割合が高くなってい

ます。 

次に，全国で公庫の融資を受けた方の融資事例を何点か挙げております。昨

年度末に全国のソーシャルビジネスに融資をした１１の事例を掲載した事例集

を冊子で作っておりますので，次回の委員会のときには参考情報として提供さ

せていただきます。委員会でとりあげていければと思っております。 

 

 

○石井山会長 

どうもありがとうございます。ＮＰＯと限定しても，全国で９４０件。宮城

県で３３件が利用しているということですね。一つ質問ですが，このような融

資を受けられた団体は，最終的には，どのような収益で自立を図っていく傾向
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があるのでしょうか。 

 

○鎌田委員 

ソーシャルビジネスは幅が広くなっています。ＮＰＯにも様々な分野があり

ますが，福祉関係の業種の方が多くなっています。基本的には安定して収益が

見込まれる事業を営んでいる方が多くなっています。後は，補助金・助成金を

受けられる方が，お金が入ってくる来年度までのつなぎ資金として利用いただ

くことが多くなっています。 

非営利という前提のなかで，収益を考えない事業計画を作る方が多くなって

います。こういった場合，今期は事業が続くが，来期は難しいということを指

導しています。今後伸ばして行きたい事は何であるのかを確認し，その情報を

提供することで事業継続ができるような方法はないか検討しています。例えば，

企業と企業のマッチングなどの支援を検討しています。 

 

○石井山会長 

現状としては，制度としての裏付けがあるところや，制度と制度の隙間のと

ころの利用が多いということですね。 

そういった事を踏まえながら，３章の中身の検討となります。 

 

○宗片委員 

女性達が起業して事業を立ち上げて活動する方もいるが，私達の団体もそう

だが，助成金，助成金で運転資金としています。今までやったこともないので

ノウハウもなくコーディネートとしてくる人もいない，資金も尽きたというこ

とをよく聞くが，そういったことの助言などは行っているのでしょうか。 

 

○鎌田委員 

どこまで，希望に応えられているか解かりませんが，女性の起業家の方は私

たちに熱心に色々な事を聞いてきます。例えば，事業計画を作りましょうと提

案した場合に，男性は，１・２回ぐらい面接すると分かりましたと応じますが，

女性は，慎重な方が多くなっています。   

また助成金等をもらって元気なうちに，もう一つの事業の柱を作りませんか

と提案しています。一朝一夕に事業計画は作れませんので，今やっている事業

のなかで，新しいものを作っていきませんかなどと提案しています。 

また，全国の事例を見ていただくことや，私達だけの対応で出来ない場合は，

商工会やよろず支援拠点など様々な団体の知恵を借りてやっています。 

（事業計画の策定を）はじめるのが，早いか遅いかはありますが，そういっ



21 

 

たことに前向きに取り組んでもらうために，色々な情報をださせていただいい

ます。公庫では応えられないケースであれば，税理士や行政書士との間のネッ

トワークを利用して応じています。 

また，ＮＰＯ法人に対する融資はどれだけ，不良債権になっているかと申し

ますと，普通の事業資金よりは少なくなっていることが言えると思います。 

 

○石井山会長 

全体からして見ると，ソーシャルビジネスに関しては，そこまで具体的には

なっていませんが，何らかの踏みだしを第３章に入れて行こうとなっています。   

それ以外の文案は，前回の計画を踏襲した内容となっています。いかなる踏

みだしを作っていく必要があるのか少し意識しながら，提案いただければと思

います。 

 

○佐藤委員 

一つは，表現の問題だが，基本計画の見直しの視点で，現行計画から引き継

いだところは「必要ありません」という表現だが，例えば，３１ページの「多

様な主体とのパートナーシップの確立において」の最後は，「環境作りに取り組

ます」となっています。また，３０ページの「ボランティア文化について」の

ところは，「取り組みに努めます」となっています。見直しのポイントを現状認

識的に「必要がある」と書くのか，それとも，主体を設定して「取り組みます」

とした方がいいのか，そこを統一した方がいいと思いました。 

それと，（１）ＮＰＯ活動を促進する体制の充実のところで，ＮＰＯプラザは仙

台の施設なので，なかなか地方の方は利用できないこともあり，もっと地方で

ＮＰＯを支援する体制が必要でないかという意見が前回あったと思いますが，

ＮＰＯプラザと地方の支援体制をどのようにネットワークを組んでいったらい

いのかというところまで，今回の基本計画の中では発展させた内容であったほ

うがいいのではないかと感じました。  

 

○石井山会長 

表現に関しては，重要性の指摘となっているところの表現と，計画主体とし

ての取り組みますとなっているところが混在していますので，後者にそろえた

方が，文書としてはスマートかと思いました。 

具体的な中身として，地方に対する支援に対して，踏みだしをもっと具体的

にだしていく事ですね。事務局としてはどうですか。 
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○事務局 

まず，一点目の表現のところは，もう一度精査させていただきます。二点目

の仙台以外の支援につきましては，前回の委員会でも意見をいただきまして，

後半部分で，ＮＰＯプラザで行う部分と中間支援組織がある地域は，そこが行

う。無い地域は，ＮＰＯプラザがバックアップしながら，設置促進につなげて

いくという形で考えておりました。 

県内各地域で活動しているＮＰＯへの支援事業を展開するとだけ記載してい

ますので，他の中間支援センターとの関係がわかるように文書は対応していき

たいと思います。 

 

○川村委員 

ＮＰＯについての理解の促進の部分について，ＮＰＯに対する社会の理解は

充分に進んでいるとはいえない状況と書いてありますが，それはそのとおりと

感じています。ただその理由としてここでは，ＮＰＯからの情報開示や情報発

信が不十分だというＮＰＯ側の課題だけが指摘されているが，ＮＰＯに対する

理解をより深めていくために，ＮＰＯ側だけではなく，市民，行政，企業とし

て出来ること，ＮＰＯ側からだけではない働きかけもできればいいと感じまし

た。宮城県では，そこまで問題になっていないと思いますが，岩手県ではＮＰ

Ｏの不祥事が続き，ＮＰＯに対する理解は，現状かなりネガティブな状況にな

っています。 

宮城県でも，ＮＰＯ側だけではなく，社会全体として啓発をしていく要素も

含められるといいかと思いました。 

 

○石井山会長 

ＮＰＯの活躍が広がることによって，そのような団体も出てきたのが，近年

の特徴かもしれないですね。そこを正していくのも取組の中で大切な課題かと

思いました。 

また，基本理念がありまして，施策の柱がありますが，今回の計画のキャッ

チフレーズ，また柱が従来を踏襲する形に今はなっていますが，それでいいの

かもこのテーブルにおける大事なポイントかと思っております。今日の会議で

は決められるものではないですが，委員の皆様に検討いただければと思います。 

次に第４章に入りたいと思いますが，３章と４章は関連する部分ですので，

何かあれば３章にも戻りたいと思います。では，事務局からお願いいたします。 

 

○事務局 

「第４章 施策と事業」につきましては，第３章でお示しした基本理念等の実
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現のために，今後取り組んでいく事業を具体的に説明しています。 

 基本方針１「ＮＰＯ活動の促進」の，施策の柱１「ＮＰＯ活動の促進体制の

整備」に関する施策「(1)ＮＰＯ活動促進中核機能拠点（みやぎＮＰＯプラザ）

の機能の充実」につきましては，ＮＰＯプラザの中核機能拠点としての基盤整

備機能と広域的促進機能の充実を図るとともに，指定管理者制度によりＮＰＯ

の主体性を尊重した運営に努めることとしています。 

「（イ）基盤整備機能」としては，①情報収集・提供機能，②相談・コーディ

ネート機能，③調査研究機能，④活動拠点等提供機能がその内容となります。 

 「（ロ）広域的促進機能」につきましては，みやぎＮＰＯプラザの基盤整備機

能を活用し，各地域における学習機会の提供など広域的な活動を行うものです。 

「（ハ）ＮＰＯ主体の運営」につきましては，利用者のニーズに即したきめ細

かなサービスの提供のため，ＮＰＯが管理・運営する指定管理者制度を導入す

るとともに，学識経験者，施設の利用者，ＮＰＯや中間支援組織，県の関係者

からなるみやぎＮＰＯプラザ運営評議会を設置し，運営や基本方針，事業の実

施に関しての審議を行うものです。 

「ロ地域のＮＰＯ支援施設の機能の充実と連携」につきましては，県内のＮ

ＰＯ支援施設については，昨年度調査・把握いたしました課題の解決に向けた

支援を行うとともに，ＮＰＯ支援施設のない地域については，今後の設置促進

を進めることや，新規の設立団体が多い地域については，ＮＰＯプラザも活用

してＮＰＯ活動の支援を図って行きたいと考えております。 

「ハ中間支援組織等への支援」につきましては，中間支援組織の自主性を尊

重しながら，運営力強化が図られるような効果的な支援や，中間支援組織同士

の横のつながりが持てるような支援を行うこととしています。 

施策の柱２「ＮＰＯの自立と発展の支援」につきましては，「（イ）ＮＰＯへ

の理解の促進」のために，１点目としまして「ＮＰＯ及びその活動に関する広

報等啓発・情報提供」，２点目としまして「ＮＰＯによる情報公開・情報発信の

支援」，３点目として「認定ＮＰＯ法人への移行促進」を掲げております。  

３点目の「認定ＮＰＯ法人への移行促進」につきましては，新たに加えており

ます。平成２４年度の法律改正により税制優遇措置が拡充され，ＮＰＯ活動を

支援する仕組みが整備されました。これらの制度が活用されるようにＮＰＯへ

の周知等を進めることとしています。 

「ロＮＰＯが必要とする情報の発信」につきましては，ＮＰＯが活動する上

で必要となる，各種助成金や，他のＮＰＯの活動情報等を引き続き提供します。 

「ハ人材の育成等」につきましては，「継続的な活動に必要な講座の開催」，「Ｎ

ＰＯ支援施設・中間支援組織の相談機能の強化」，「団体相互の交流促進」，「多

様な人々の参加促進」により推進していくこととしております。 
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「多様な人々の参加促進」につきましては，第３章の重点取組の一つとしてい

るところでもあり，今回，新たに加えております。 

「ニ財政的な支援制度の充実」につきましては，みやぎＮＰＯサポートロー

ン等による「活動資金の支援」，「寄附促進の仕組みづくり」，「ソーシャルビジ

ネスの活用」により推進することとしております。このうち，「活動資金の支援」

に関しては，みやぎサポートローンのほか，今般の中小企業信用保険法の改正

等を踏まえて，より利用しやすい融資制度の見直しを検討するほか，県庁各課

室が扱う助成制度等について，ＮＰＯに情報提供して参ります。また，「寄附促

進の仕組みづくり」，「ソーシャルビジネスの活用」は，今回新たに加えた部分

になります。 

「ホＮＰＯ活動拠点の確保」につきましては，引き続き，活動拠点が必要な

ＮＰＯに県有遊休施設を貸し付けるほか，市町村等の取組も支援していきます。 

続きまして，基本方針２「多様な主体とのパートナーシップの確立」の施策

の柱１「ＮＰＯと行政とのパートナーシップの推進」についてですが，現行計

画の「情報公開と政策プロセスへの参画促進」，「政策立案への参加機会の拡充」，

「各種審議会委員の公募の推進」により進めることとしております。 

「ロ協働の推進」，次のページの「ハ中間支援組織との連携」につきましても，

これまでと同様に取り組んでいくこととしております。 

「ハ中間支援組織との連携」につきましては，中間支援組織をＮＰＯと行政

の円滑な結び手と捉えて，連携していくこととしております。 

「ニ東日本大震災復興活動における協働」につきましては，新たに加えた部

分になります。多様な活動主体が連携・協働していくことで，復興事業が相乗

的に高まっていくものと考えております。このような多様な主体をサポートす

る体制を構築することとしております。 

「ホ市町村への協力・支援」につきましては，②の「情報提供等」の一部を修

正しておりますが，基本的には，現行計画を引き継ぐ形としております。 

施策の柱２「ＮＰＯと多様な主体とのパートナーシップの推進」に関する施

策につきましては，引き続き，議会，企業，教育・学術研究機関，その他公益

活動を行う団体とＮＰＯとの連携やパートナーシップの形成を推進することと

しております。 

 

○石井山会長 

４章については，３章で示された部分について具体的な事業の内容を説明い

ただきました。 

 

 



25 

 

○鎌田委員 

ＮＰＯ法人の方々が施設でセミナーを行う時に，市民の方々が，ＮＰＯがや

るのに何でお金払わなければならないのかということをよく聞きます。ＮＰＯ

法人と市民との間にギャップがあるような気がしています。市民にどのように

やったら活動を理解してもらえるか市民の方に活動をいかに認めていただくか。

ＮＰＯの情報発信というところで，書いていただいていると思いますが，ＮＰ

Ｏがやっている活動をいかに広く市民に有益と感じてもらえるかが大切である，

そのようなことを思いました。岩手県はＮＰＯによる不正事故が発生したこと

もあり，県もＮＰＯに慎重になっていると聞いたことがあります。宮城県は，

そういった団体が出ておりませんが，当委員会の議論を通じて，そのような団

体が出ないようにしていくことも大切ではないでしょうか。 

 

○石井山会長 

世間一般の方々のＮＰＯへの理解を正しくしていくための手立てを施策のな

かに盛り込めないか。ということですね。 

 

○猪股委員 

今の鎌田委員の意見をお伺いしまして，ソーシャルビジネスという言葉の響

きについて，一般的に一般市民がどのように感じるか。非営利団体の基本の施

策のところに，ビジネスという言葉がどっんと出てくることに対して，インパ

クトが強いかなという印象を受けました。もちろん，内容をお伺いすれば，よ

くよく理解することではありますが，広く一般に理解していただくために，ス

テップを踏むというか，文言が果たしていいのかと思いました。 

 

○石井山会長 

何か共感しやすい言葉として猪股委員から提案はありますか。 

 

○猪股委員 

ビジネスという言葉が安定した収益は継続して求められるが，利益を求める

ものではないというその辺をどのように考えたらいいのかと，私自身も考えが

難しいと思いました。 

 

○事務局 

ビジネス的手法を活用してＮＰＯが本来の目的を果たしていただくことにな

るので，ビジネスそのものをするものではありません。ＮＰＯ法人の本来のミ

ッションを達成するための，手法・手段であるというのが私たちの意図であり
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ます。 

 

○西出委員 

タイトルのソーシャルビジネスの活用が，他の部分との整合性を考えていく

と，違和感を持っていました。２９から３０ページに書けて，（３）が自立した

活動を継続していくための支援として，継続するために必要な支援として項目

が，人材育成，寄附文化醸成，ボランティア文化醸成といったところに，手段

であると書いているソーシャルビジネスを活用で本文のところでは止まってい

るが，もしこの部分であればソーシャルビジネスを活用した財政基盤の強化で

あったり，マネジメント能力の向上であったり，他の項目と合わせて目的をタ

イトルにする方がいいのかと思いました。ＮＰＯが抱える課題として，人材と

お金の話があったので，始めに人材，次に財政と整理した方がいいのかと思い

ました。 

さきほどのお話にもありましたように財政基盤について融資を通して，ＮＰ

Ｏに対する指標であったり，サポートであったり，全体的な質の向上であった

り，力量形成にも資することになるので，そういったことを何らかの形で入れ

ていただくといいのかと思いました。３章と４章にも同じようなことがあるの

で，そこも合わせるといいのかと思いました。 

 

○川村委員 

さきほど，鎌田委員から，ＮＰＯに対する理解についての御意見がありまし

たが，寄附促進の仕組み作りの項目のなかで，NPO のみならず寄附に対する理

解促進にも触れていただければと思います。日本は寄附文化がないと言われま

すが，赤い羽根募金には皆さん小学校のころからなじみがあると思いますし，

お寺のお布施や寄進も寄附にあたると思います。実は，日本でも寄附は，それ

ぞれの地域の生活の中に密着したものであることが言われています。しかしな

がら，ＮＰＯに対して寄附をするのはまだまだ一般的ではないのかと思います。

寄附促進の仕組み作りでは，寄附をするとどのように社会を変えていけるのか

や，寄附の行為事態についても啓発をしていくことも視点として盛り込みなが

ら，施策に反映させていただければと思います。 

 

○石井山会長 

川村委員ところでは，寄附についての，理解を広げていくための情報の伝え

方やノウハウを持っているのでしょうか。 

 

 



27 

 

○川村委員 

はい，我々の助成先の団体に，寄付集めのノウハウをお伝えしたりという基

盤強化をアドバイザー的にお手伝いをすることも業務として行っております。

また，全国的に日本ファンドレイジング協会というが寄附の促進に向けた組織

が立ち上がり５～６年くらいになると思いますが，東北での寄附の促進という

ことでは，私の組織も協力をさせていただいて，いろいろな活動をしています。

２０１５年の１２月に日本で初めて，全国的に寄付を促進する寄附月間という

取り組みが行われます。この取組みについても，全国の NPO や企業などと協力

して進めているところです。 

 

○石井山会長 

そういうノウハウを生かしながら，ＮＰＯプラザで展開していく事業をより

豊かにしていくこともできそうですね。 

 

○相澤委員 

ＮＰＯ活動を促進するためには，実践段階の中で，地方自治体の役割が非常

に大きいと色々な形で伺っておりました。この実践段階でも示しているように，

自治体の役割は非常に大きいと思います。実際にどのようにつなげて，すその

を広げていくかが効果的だし実践として早いと思います。今後，県の立場とし

て，地方自治体や仙台以外の自治体にどのような働きかけをして，すそのを広

げていくか，職員の認知度が低いので方法があれば聞かせていただきたい。 

 

○事務局 

各地域でＮＰＯ活動が促進されるためには，市町村の果たしていただく役割

は非常に大きいと思っています。市町村への協力支援という項目を，従来から

の踏襲する形でいれさせていただいております。その中で，各市町村の協力を

いただいて，市町村のＮＰＯの活動促進に係る調査というのを実施しておりま

す。基本的には各市町村の職員の方に，ＮＰＯの意義や NPO は行政と対等なパ

ートナーとしていろんな施策を協力して進めていただける団体であることを広

く理解をいただくことと，市町村によっては，ＮＰＯとの協働が非常に盛んな

ところもありますので，事例などを市町村の担当課長会議を通じて広めて，全

体の底上げを図ることを考えたいと思います。 

 

○石井山会長 

この部分については，第５章にも関連する部分がありますので，先に第５章

について事務局から説明をいただいて，議論を深めて行きたいと思います。 
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○事務局 

第５章について説明いたします。「基本計画を推進するための体制づくり」と

いうことで，県の推進体制などについて説明する部分になります。 

 「１宮城県民間非営利活動促進委員会」につきましては，現在も委員会の皆

様からの提言だけではなく助言もいただいておりますので，「助言」を加えてい

ます。 

「２庁内におけるＮＰＯ活動の推進体制」の「（１）宮城の将来ビジョンにお

けるＮＰＯ」及び「（２）行革推進プログラム２０１０」につきましては，計画

期間が終了しておりますので，今回の計画からは削除しております。 新規と

いたしまして，「震災復興計画におけるＮＰＯの位置付け」を加えております。

現在は震災復興計画においては再生期であり，発展期へ向けて取り組んでいる

なかで，多様な活動主体の一つとしてＮＰＯも位置付けられています。 

 「（２）ＮＰＯ活動促進庁内連絡調整会議等の開催」につきましては，ＮＰＯ

活動の促進に関する施策を総合的に推進するために設置されているＮＰＯ活動

促進庁内連絡調整会議や，パートナーシップ推進員を設置して協働内容の検証

を行うこととしております。 

 「（３）地方機関におけるＮＰＯ活動の促進」につきましては，現在の体制を

維持し，地方機関と連携するとともに，これらの地方機関からのＮＰＯ活動に

関する情報提供を行うこととしています。 

 「（４）ＮＰＯ関連施策の実態の把握と推進」につきましては，ＮＰＯ法人の

活動は様々な分野で行われており，県庁内の担当部署も各課に及んでいること

から，本庁各課や地方機関におけるＮＰＯ関連施策の実態を定期的に把握する

こととします。この調査につきましては，年１回実施しておりましたが，震災

からしばらくは実施できていなかったため，今後は実施し，ＮＰＯとの協働や

施策の推進に活用します。 

「（５）職員研修の実施」につきましては，ＮＰＯに関する市町村調査などか

らも行政職員のＮＰＯに対する理解が十分ではないことから，県庁内だけでな

く，市町村職員も対象とした職員研修を開催することとしております。 

 「（６）国への政策提言」につきましては，特定非営利活動法人に対する優遇

税制，特定非営利活動法人に対する寄附者控除制度の拡充や国におけるＮＰＯ

支援事業の展開を含めたＮＰＯ活動を促進するための政策を他の都道府県と連

携し国に提言していくこととしています。 

「３市町村との連携」につきましては，基本計画の全県的な推進には，市町

村との連携・協力が必要不可欠であることから，市町村との会議等を開催する

など，県の事業内容の説明や取り組みへの協力を依頼していくこととしていま
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す。 

「４基本計画の見直し」につきましては，現行の計画と同様に５年を目途と

して行うこととしています。第５章につきましては，以上でございます。 

 

○石井山会長 

この部分，３・４章にもつながると思いますので，５章に限定せずに御意見

をいただければと思います。 

 

○相澤委員 

実践する場合に，地方自治体も課題が山積しており，子育てや，介護，福祉，

非常にマンパワーを必要とするが，各自治体でマンパワーが足りません。財政

的余裕がないなかで，いかに皆さんに協働していただきながら，活用してその

期待に応えて課題解決に向けた中で，非常にこれを実践していくと，効果が高

いと考えています。ぜひ，そのような土壌を作っていただきたい。県が指導し

ながら，地方自治体におろしていきながら，ＮＰＯなり，団体なり，指定管理

なり，そういった手法を使いながら，幅広くやっていただければ大きな課題解

決に向かってアクションを起こせるのではないでしょうか。重点的にアクショ

ンを起こしていただければと思います。 

 

○石井山会長 

市町村との関係をどう作るかが，今回の計画のポイントになりそうですね。 

委託や指定管理が今後大きな課題になるわけですが，この計画の中では，現

段階では，そのことについての説明がほとんど入り込んでいない事が確認出来

たかと思います。今後の検討の中で，きちんと書き加えていくことが大事かと

思いました。 

 

○西出委員 

職員研修の充実のところですが，前回の委員会の最後に高浦委員からもお話

がありましたが，他県等では職員がＮＰＯに一定期間派遣される自治体があり

ます。正確ではないのですが仙台市も，そのような仕組みを作ろうとしていた

と思います。前回も京都の事例がありましたが，全国的にみると，日本ＮＰＯ

センターに１年間職員を派遣するという事例もあります。現在の書き方では，

研修を定期的に開催しますとなっており，単発の研修を定期的に行うと思いま

すが，さらに踏み込んでいただいて仕組み作りもあってもいいのかと思いまし

た。 
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○石井山会長 

同じような情報は聞いたことがありまして，本日はせんみやの伊藤委員が欠

席しておりますが，伊藤委員が尽力されて，仙台市職員がＮＰＯにインターン

シップとして入っていくという仕組みがここ１年くらいで動き始めているとい

う話も聞いたことがあります。 

様々な仕組みを研究して，職員研修については，従来以上の踏み出しを作っ

ていくことが必要かと思いました。 

 

○事務局 

職員研修については，これまでも実施しております。指定管理者にお願いし

ていましたが，県と市町村の職員を対象に「ＮＰＯとは」の部分から始めてい

ます。今年度は一歩踏み込んだ形で講座をしていただいています。協働の推進

は，大きなキーワードかと思いますので，それを充実した形にしていけばいい

と思います。職員研修についてワークショップやＮＰＯとの交流などの実践的

なメニューとして書いていますが，派遣になると本県は震災復興で，職員が他

県からも応援をいただいている状態で，中々，長期間ＮＰＯに職員を派遣する

形態の研修は難しいのかと考えております。 

ただ，職員研修のやり方を，講師の話を座学で聞いて終わりではなく，少し

実践的な部分において，お互いの相互理解がさらに進むような持ち方が今後で

きるのかと思います。 

 

○石井山会長 

実現可能性は難しくとも，まずは，アイディアや情報として，受け止めてい

ただくだけでも，ありがたいですね。 

 

○齋藤委員 

各市町村で抱える問題がある中で，マンパワーが市町村でも求められていま

す。そういった中で，ＮＰＯへの期待感を仙台市だけではなく，地方の方にも

広がってきているという実感がある中で，ＮＰＯの支援施設等がまだまだ足り

ないところもあります。施策の大きな柱で，だからこそみやぎＮＰＯプラザの

充実と大きく書かれている現状はあるでしょうが，やはりＮＰＯプラザまで足

を運べない現状の課題として大きくあるかと思います。 

山元町や仙南のあたりは，震災から一歩前へ踏み出すための施策として，行

政と地域の団体が立ち上がる動きもあるようです。常時相談できるような場所

などが，まだまだ足りない部分では，明確な施設を何施設といったことは盛り

込むことは難しいが，より明確な取組的なもの，行政の理解，市町村職員に対
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しての理解，より理解のための取組も考えながらのものであるといいと思いま

した。 

 

○石井山会長 

助成金を獲得していく能力での南北格差は明快にでてきていると思います。 

仙台を離れたところにいる団体の支援をこれからの５年間で何ができるか，

目玉になるものが打ち出せればと思います。 

 

○宗片委員 

具体的な意見をいただいてありがとうございました。ＮＰＯ活動している身

として，もっと力強さを計画の中に出していただきたいと思います。ＮＰＯ活

動していると，いろいろな理解が得られなくても，社会的な課題を踏まえて活

動しています。そのためなかなか地域に入れなかったり，行政と組めなかった

りと課題はあります。しかし，それは必要だということで，自分達で助成金を

獲得し，人手を獲得しながら活動しているという実態はあります。 

ＮＰＯの貢献度を踏まえて，一貫したトーンということで，ＮＰＯの必要性

と貢献度をもっと力強くこの計画に出していただきたいと思います。 

具体的にどうではなく，むしろ，全体の流れの中で，ＮＰＯの必要性と，こ

れまでの実績を積んでいるＮＰＯもたくさんあるので，そういったあたりも充

分に盛り込んでいただいて，ＮＰＯの大切さを計画の中に盛り込んでいただく

といいと思いました。 

 

○石井山会長 

各論も大事ですが，全体の背骨の部分で力強い言葉をいただきました。 

 

○事務局 

さきほど，第１・２章の際にも委員の皆様から意見がありましたアクション

プランにつきましては，全体を読んでいただいて，これまでのＮＰＯ基本計画

は実施することは詳細に書き込まれていて，アクションプラン的な中身であり

ます。５年間なにも管理しなくてもいいということではありませんが，毎年２

～３月に当委員会を開催し出席いただく中で，当該年度に実施した施策につい

て報告させていただいて，皆様に御審議や御意見をいただいている仕組みがあ

ります。これからも，当委員会において，当該年度に実施した施策を詳細に報

告する中で，進行度合いについても御意見をいただき，翌年度に反映する仕組

みで御理解をいただければ幸いです。 
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○石井山会長 

３つ目の議題に入ります。事務局からお願いします。 

 

○事務局 

協議事項（３）追加調査について説明させていただきます。資料４を御覧下

さい。今回，基本計画の見直しを行っておりますが，その補足材料とするため

に追加調査の方を今後実施したいと考えております。資料４に記載のとおり，

調査対象は，震災後に，年度で言えば平成２３年度～２６年度に設立されたＮ

ＰＯ法人ということになります。目的としましては，大震災以降に設立された

ＮＰＯ法人について，運営や規模活動形態，現在の状況等を整理するとともに，

活動を休廃止または縮小している法人について，その原因や課題を探り今後の

施策，事業の検討に役立てるものとしています。 

調査の中で，調査内容案ということで，いくつか例示していますが，震災対

応，復興，被災者支援を目的に設立したものかどうか，法人化する前に任意団

体の形で活動していたかどうか，法人化した理由，きっかけ，行政や大学など

のネットワークを持っているか。事業を行ううえで課題があるかについて，整

理したうえで調査を実施したいと考えております。予算や時間の制約はありま

すが，調査項目等につきまして，御意見ありましたら，お聞かせいただきたい

と思っております。 

 

○石井山会長 

選択肢方式のアンケートを想定しているということでいいですか。 

 

○事務局 

選択肢方式とし，部分的には記述式にしたいと考えています。 

 

○猪股委員 

調査内容は沢山ありますが，活動内容をどのようにＰＲしているかといった

視点もあってはいいのではないでしょうか。 

 

○川村委員 

２点ほど確認させていただきます。震災以降に設立されたＮＰＯ法人が対象

ということですが，それ以前に設立されたＮＰＯ法人については以前にいただ

いた調査結果の中で，震災によって何らかの変化がありましたなど震災に関連

する質問項目があったのでしょうか。また，前半に西出委員の方から指摘もあ

りましたように，震災後は，設立のしやすさから，一般社団法人の法人格で設
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立している団体もあるかと思いますが，そういった団体まで含めて調査の対象

とはしないのでしょうか。 

 

○事務局 

前回の調査時は，震災の復興活動を実施しているかについてのクロス集計は

まとめておりますが，震災による変化についての設問は，特に設けていません

でした。 

ＮＰＯ法人に限っている部分については，期間的に，非常に短い部分もあり，

当委員会で審議いただく，材料という部分もありますので，時間的制約の中か

ら，指定管理者の方と連携しながら実施できればと考えておりましたので，Ｎ

ＰＯ法人に限っております。 

 

○川村委員 

期間が短いということであれば，アンケート調査以外にも，ゆるるさんやせ

んだい・みやぎ NPO センターさん，また宗片委員の団体など特定のテーマで活

動している団体が，震災後の動向などにお詳しいと思いますので，そういった

団体からヒアリングすることで，一般社団法人など今回の調査対象に含まれな

いが大きな役割を果たしている組織の情報が得られるのではないでしょうか。 

 

○事務局 

委員ご指摘の点について，こういうアンケート調査をするのも当然ですが，

震災復興担い手ＮＰＯの補助団体などに何度かお伺いして，ＮＰＯをめぐる状

況はどうなっているかなど，震災前と震災後の変化などいろいろ聴き取りはさ

せていただいております。 

今回，改めて項目を整えたうえで，団体にお伺いして聴き取りさせていただ

いて，委員会の方へ報告させていただきたいと考えております。 

 ＮＰＯプラザと連携を図りながら，団体を紹介いただくことなどを考えてお

ります。 

 

○西出委員 

協働事業を行ったことがある団体については，課題や解決にむけて必要なこ

とについて自由記述や選択肢にしていけば，今回の計画に反映できるかと思い

ました。 

 

○石井山会長 

 委員の皆様，活発な御意見ありがとうございました。今回出しきれなかった
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意見につきましては，メールなどでいただければと思います。 

以上で議事について終了させていただきます。御協力どうもありがとうござ

いました。 

 

○進行 

石井山会長には長時間に議事の進行いただきましてありがとうございました。 

その他として，事務局から連絡事項がございます。 

 

○事務局 

次回の促進委員会の日程につきましては，１０月２８日（水）午後１時から

となります。 

 

○進行 

 それでは，以上をもちまして，平成２７年度第２回民間非営利活動促進委員

会を終了いたします。ありがとうございました。 


